






























The Conventional Obligation to Extradite or Prosecute(Aut Dedere Aut Judicare) 
















































































































































































































































































































1 1963 年から 2010 年の間、国際テロ対処条約として採択されてきた多数国間条約は 14 本あり、それら
のうちには改正を受けたものもあるが以下の通りである。UN Action to Counter Terrorism, “International 
Legal Instruments to Counter Terrorism,＂ at http://www.un.org/terrorism/instruments.shtml (as of January 
25, 2013). 日本国外務省作成「テロ防止関連 13 条約」,at http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/terro/pdfs/
kyoryoku_04_2.pdf (as of January 25, 2013).
①「航空機内で行われた犯罪その他ある種の行為に関する条約」（東京条約：略称、以下同様）（Convention 
on Oﬀenses and Certain Other Acts Committed on Board Aircraft）：航空機内で行われた犯罪の裁判権、これ
らを取り締まるための機長の権限などについて定める（1963 年９月 14 日、1969 年 12 月４日：日付は順に
署名または採択日、発効日、以下同様）。
②「航空機の不法な奪取の防止に関する条約」（航空機不法奪取防止条約）（Convention for the Suppression 
of Unlawful Seizure of Aircraft）：航空機の不法奪取を犯罪と認め、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める
（1970 年 12 月 16 日、1971 年 10 月 14 日）（2010 年９月 10 日、改正議定書（Protocol Supplementary to 
the Convention for the Suppression of Unlawful Seizure of Aircraft）採択、未発効［2013 年１月 21 日現在］）。
③「民間航空の安全に対する不法な行為の防止に関する条約」（民間航空不法行為防止条約）（Convention for 
the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of Civil Aviation）：民間航空の安全に対する一定の不法な
行為を犯罪と認め、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1971 年９月 23 日、1973 年１月 26 日）。
④「国際的に保護される者（外交官を含む）に対する犯罪の防止および処罰に関する条約」（国家代表等保護条約）
（Convention on the Prevention and Punishment of Crimes against Internationally Protected Person, including 
Diplomatic Agents）：元首、政府の長、外務大臣など国際的に保護される者およびその公的施設などに対する
一定の行為を犯罪と認め、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1973年 12月 14日、1977年２月 20日）。
⑤「人質をとる行為に関する国際条約」（人質行為防止条約）（International Convention against the Taking of 
Hostages）：国際テロ行為として行われる人質をとる行為を犯罪と定め、その犯人の処罰、引渡しなどにつき
定める（1979 年 12 月 17 日、1983 年 ６月３日）。




その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1980 年３月３日、1987 年２月８日）（2005 年７月８日に採択
された改正により、本条約に基づく防護の義務の対象が、平和的目的に使用される核物質の国内における使用、
貯蔵および輸送ならびに原子力施設に拡大され、また、核物質および原子力施設に対する妨害破壊行為も犯罪
化されることとなった（2012 年 12 月 12 日現在未発効）。日本国外務省報道官談話「『核物質防護条約』改正
の採択について」（2005 年７月８日）, at  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dga_0708a.html（as 
of January 25, 2013）.）。また、本改正について詳しくは、西井正弘「テロリストによる核の脅威への法的対
応―核物質防護条約改正によるテロ対策を中心に―」『世界法年報』第 26 号（2007 年３月）112 頁以下参照。
⑦「1971 年９月 23 日にモントリオールで作成された民間航空の安全に対する不法な行為の防止に関する条
約を補足する国際民間航空に使用される空港における不法な暴力行為の防止に関する議定書」（空港不法行為
防止議定書）（Protocol for the Suppression of Unlawful Acts of Violence at Airports Serving International Civil 
Aviation, supplementary to the Convention for the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of Civil 
Aviation, done at Montreal on 23 September 1971）：③の民間航空不法行為防止条約を改正する議定書で、国
際空港の安全を損なう一定の暴力行為を条約上の犯罪に加え、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1988
年２月 24 日、1989 年８月６日）。
⑧「海洋航行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約」（海洋航行不法行為防止条約）（Convention for 
the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of Maritime Navigation）：船舶の不法奪取、破壊行為な
どを犯罪とし、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1988 年３月 10 日、 1992 年３月１日）（2005
年 10 月 14 日、改正議定書（2005 Protocol to the 1988 Convention for the Suppression of Unlawful Acts 
against the Safety of Maritime Navigation）採択、2010 年６月 28 日発効）。
⑨「大陸棚に所在する固定プラットフォームの安全に対する不法な行為の防止に関する議定書」（大陸棚プラッ
トフォーム不法行為防止議定書）（Protocol for the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of Fixed 
Platforms Located on the Continental Shelf）：大陸棚プラットフォームの不法奪取、破壊行為などを犯罪と
し、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1988 年３月 10 日、1992 年３月１日）（2005 年 10 月 14
日、改正議定書（2005 Protocol for the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of Fixed Platforms 
Located on the Continental Shelf）採択、2010 年６月 28 日発効）。
⑩「可塑性爆薬の探知のための識別措置に関する条約」（可塑性爆薬探知条約）（Convention on the Marking 
of Plastic Explosives for the Purpose of Detection）：可塑性爆薬について探知材の添加（識別措置）を義務づけ、
識別措置がとられていない可塑性爆薬の製造・移動の禁止、廃棄義務などを定める（1991 年３月１日、1998
年 ６月 21 日）。
⑪「テロリストによる爆弾使用の防止に関する国際条約」（爆弾テロ防止条約）（International Convention for 
the Suppression of Terrorist Bombings）：爆発物を含む致死装置を公共の場所に設置する行為などを犯罪とし、
その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（1997 年 12 月 15 日、2001 年 ５月 23 日）。
⑫「テロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約」（テロ資金供与防止条約）（International 
Convention for the Suppression of the Financing of Terrorism）：一定の犯罪行為（上記①・⑩を除いた９本の
条約で規制対象とされている犯罪行為およびその他のテロ目的の殺傷行為）に使用されることを意図したまた
は使用されることを知りながら行われる資金の供与・収集を犯罪とし、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定
める（1999 年 12 月９日、2002 年４月 10 日）。
⑬「核によるテロリズムの行為の防止に関する国際条約」（核テロリズム防止条約）（International Convention 
for the Suppression of Acts of Nuclear Terrorism）：放射性物質または核爆発装置などを不法に所持・使用す
る行為などを犯罪とし、その犯人の処罰、引渡しなどにつき定める（2005 年４月 13 日、 2007 年７月７日）。
⑭「国際民間航空に関する不法な行為の防止に関する条約」（2010 年民間航空不法行為防止条約）（Convention 
on the Suppression of Unlawful Acts Relating to International Civil Aviation）：本条約は上記③・⑦の条約・議
定書に代替することを目的で作成された。民間航空機を用いて、人の死、傷害または損害を引き起こすこと、
民間航空機を用いて、BCN 兵器を排出すること、BCN 兵器および関連物質を不法に輸送することなどを犯罪













筒井若水（編集代表）『国際法辞典』（有斐閣、1998 年）56 頁、山本『同前書』232 頁。
 なお、シャクター（Schachter）は、現代国際法のもっとも議論のある領域の１つは、領域外で生じた事
柄や人に対して、他国の利益に影響を与える状況のなかで、どの程度まで国内法を適用することができるか
（域外管轄権の行使）ということであると指摘する。Schachter, O., International Law in Theory and Practice 
(Martinus Nijhoﬀ Publishres, 1991), p. 250.
3 浅田正彦「安保理決議 1540 と国際立法－大量破壊兵器テロの新しい脅威をめぐって」『国際問題』第 547








6 安藤貴世「国際テロリズムに対する法的規制の構造－“aut dedere aut judicare＂ 原則の解釈をめぐる学説整
理を中心に－」『国際関係研究』（日本大学国際関係学部国際関係研究所）第 31 巻２号（2011 年２月）63 頁
（以下、“aut dedere aut judicare＂ 原則とする）参照。See also Kolb, R., “The Exercise of Criminal Jurisdiction 
over International Terrorists＂, in Bianchi, A(ed.), Enforcing International Law Norms Against Terrorism (Hart 
Publishing, 2004), p. 255. なお、この場合、いずれの種類の国家であれ、条約規定上求められるのは管轄権の
設定であって管轄権の行使ではないことに留意する必要はあろう。White, G., M., E., “The Hague Convention 
for the Suppression of Unlawful Seizure of Aircraft＂, The Review of the International Commission of Jurists, Vol. 
6 (1971), pp. 41-42.  
7 See Lambert, J., J., Terrorism and Hostages in International Law: A Commentary on the Hostages Convention 
1979 (Grotius, 1990), p. 139.
8 かかる多様性は関連条約が犯罪として規制対象とする行為の態様に起因するといえる。“Survey of 
multilateral conventions which may be of relevance for the work of the International Law Commission on 
the topic ‘The obligation to extradite or prosecute (aut dedere aut judicare)＇ :Study by the Secretariat,＂ A/CN. 
4/630 (2010), pp. 44-45, para.112 [hereinafter Study].
9 第１層締約国を第１次的（primary）、第２層締約国を第２次的（secondary ないし subsidiary）と評するの
が通例である。かかる位置づけに際しては、①国家が犯罪により受けた影響の程度を重視する立場（Lambert, 
supra note 7, p. 133）、②管轄権行使における引渡し不実施という条件を重視する立場（安藤「前掲論文（“aut 
dedere aut judicare＂ 原則）」（注６）63 頁、栗林忠男『航空犯罪と国際法』（三一書房、1978 年）156 頁、
Kolb, supra note 6, pp. 253-254, 261）、③第１層締約国は被疑者不在の場合他国へ引渡しを請求できるが、第
２層締約国は関連国際テロ対処条約上かかる請求をできないということを重視する立場（古谷修一「普遍的管
轄権の法構造－刑事管轄権行使における普遍主義の国際法的考察（２・完）－」『香川大学教育学部研究報告』
第Ⅰ部第 75 号（1989 年）93-94 頁（以下、普遍的管轄権（２・完）とする）、同「航空機に対するテロ行為




国際関係研究所）第 32 巻１号（2011 年 10 月）47 頁（以下、「引き渡すか訴追するか」原則とする）。Kolb, 









に関する分野の普遍管轄権行使を中心に－」『国際法外交雑誌』第 110 巻２号（2011 年８月）50 頁。普遍的
管轄権に関する邦語文献として竹内、同前論文に加え、西井正弘「国際犯罪に対する普遍的管轄権の意義」『国
際法外交雑誌』第 82 巻１号（1983 年４月）17 頁以下、古谷修一「普遍的管轄権の法構造－刑事管轄権行使
における普遍主義の国際法的考察（１）－」『香川大学教育学部研究報告』第Ⅰ部第 74 号（1988 年）81 頁以下、
同「前掲論文（普遍的管轄権（２・完））」（注９）79 頁以下、稲角光恵「ジェノサイド罪に対する普遍的管轄
権について（一）、（二）、（三・完）」『金沢法学』第 42 巻２号（2000 年３月）112 頁以下、第 43 巻２号（2000
年 12 月）１頁以下、第 43 巻３号（2001 年３月）１頁以下、山内由梨佳「重大な人権侵害を構成する犯罪に
対する普遍的管轄権の適用可能性－ベルギー人道法とスペイン司法権組織法を手がかりとして」『本郷法政紀
要』第 15 号（2006 年）177 頁以下、最上敏樹「国際立法をめぐる理論－普遍的管轄権論序説－」坂元茂樹
編『国際立法の最前線（藤田久一先生古稀記念）』（有信堂、2009 年）３頁以下、竹村仁美「国際刑事裁判所
と普遍的管轄権」『九州国際大学法学論集』 第 17 巻１号（2010 年７月）117 頁以下、坂元茂樹「普遍的管轄
権の陥穽－ソマリア沖海賊の処罰をめぐって－」『現代国際法の思想と構造Ⅱ（松井芳郎先生古希記念）』（東
信堂、2012 年）156 頁以下参照。

























13 起 草 中 の「 国 際 テ ロ リ ズ ム に 対 す る 包 括 条 約 」 第 12 条 も 同 様。Appendix II:Draft comprehensive 
convention against international terrorism: Consolidated text prepared by the coordinator for discussion, 
A/59/894 (2005), p. 14.
14 International Civil Aviation Organization (ICAO), International Conference of Air Law, The Hague, December 
1970, Volume I: Minutes (Doc. 8979-LC/165-1), p. 75, cited in Study, supra note 8, p. 38, para. 103. 栗林『前掲
書』（注９）95 頁、安藤「前掲論文（「引き渡すか訴追するか」原則）」（注 10）43-45 頁。
15 栗林、同前、安藤、同前 43 頁。
16 ちなみに、現在、国連国際法委員会（以下、ILC とする）では「引渡しまたは訴追の義務」の法典化作業が、
その慣習法上の地位と適用範囲の考察を主要な目的として継続されている。まず、56 会期（2004 年）にお
いて ILC は「引渡しまたは訴追の義務」を委員会の長期作業計画に含めることとし、57 会期（2005 年）に
おいて「引渡しまたは訴追の義務」を作業計画に加えた。その際、ILC は、ガリツキー（Galicki）（ポーラン
ド）を特別報告者に任命した。同氏は、63 会期（2011 年）までに ILC に対して４本の報告書を提出してい
新潟国際情報大学 情報文化学部 紀要
―   ―77
る (Galicki, Z., Preliminary report on the obligation to extradite or prosecute (＂aut dedere aut judicare＂), A/CN. 
4/571 (2006) [hereinafter Preliminary report]; id., Second report on the obligation to extradite or prosecute 
(＂aut dedere aut judicare＂), A/CN. 4/585 (2007); id., Third report on the obligation to extradite or prosecute 
(＂aut dedere aut judicare＂), A/CN. 4/603 (2008); id., Forth report on the obligation to extradite or prosecute 
(＂aut dedere aut judicare＂), A/CN. 4/648 (2011))。本議題の進捗状況の把握については ILC各会期の「審議概要」
（『国際法外交雑誌』収録）が有益である。関連巻号は、①『国際法外交雑誌』第 105 巻４号 173 頁以下（58
会期）、②同第 106 巻３号 95 頁以下（59 会期）、③同第 107 巻４号 106 頁以下（60 会期）、④同第 108 巻
３号 123 頁以下（61 会期）、⑤同第 109 巻３号 133 頁以下（62 会期）、⑥同第 110 巻４号 113 頁以下（63
会期）、⑦同第 111 巻３号 74 頁以下（64 会期）である .
17 洪恵子「国際犯罪規制における引渡・訴追義務の変化」『上智法学論集』第 41 巻３号（1998 年）171 頁。
18 Preliminary report, supra note 16, pp. 2-3.
19 Schutte, J., J., E., ＂Enforcement Measures in International Criminal Law,＂ Revue International de Droit Penal, 
Vol. 52 (1981), p. 447. 
20 Communication No. 181/2001, Suleymane Guengueng et al. v. Senegal, CAT/C/36/D/181/2001 (May 19, 
2006) (hereinafter Guengueng et al. v. Senegal), paras, 1.1-3.12, at
http://www.unhchr.ch/tbs/doc.nsf/0/aafdd8e81a424894c125718c004490f6?Opendocument
(as of January 25, 2013).
21 Ibid., para. 9.7. 本通報において通報者は、まず引渡しの請求がなされ、次いでそれが拒否されて初めて、第
７条下の義務が発生するというセネガルの主張をとくに批判していたことにも留意すべきである。Ibid., para. 
8.12.
22 CR 2012/3: Public sitting held on Tuesday 13 March 2012, at 10 a.m., at the Peace Palace, President 
Tomka presiding, in the Case Concerning Questions Relating to the Obligation to Prosecute or Extradite (Belgium 
v. Senegal), p.13, para.17（ベルギーの補佐人を務めたウッド（Wood）の発言）, at http://www.icj-cij.org/







調原文）。Nowak, M. and McArthur, E., The United Nations Convention Against Torture: A Commentary (Oxford, 
2008), p.360（また、同前 362 頁も参照）. See also Study, supra note 8, pp. 66-68, paras. 130-131.
23 Questions Relating to the Obligation to Prosecute or Extradite (Belgium v. Senegal), Provisional Measures, Order 
of 28 May 2009, I. C. J. Reports 2009, p. 139 [hereinafter Habré Provisional Measures, Order], at http://www.icj-
cij.org/docket/ﬁles/144/15149.pdf (as of January 25, 2013).
24 Habré Provisional Measures, Order, ibid.
25 Case Concerning Questions Relating to the Obligation to Prosecute or Extradite (Belgium v. Senegal), Judgment 
of 20 July 2012 [Hereinafter Habré Judgment], at
http://www.icj-cij.org/docket/ﬁles/144/17064.pdf (as of January 25, 2013).
26 本判決の「受理可能性」の文脈で展開された「特別対世的義務」（obligation erga omnes partes）（Habré 
Judgment, ibid., pp. 26-27, paras. 68-69）や拷問禁止規範の慣習法性・強行法規性（Ibid., p. 33, para.99.）
に関する議論も興味深いが、本稿では検討の対象としない。これらの論点を含め、本判決について検討す
る論考として、Buys, C., G., ＂Belgium v. Senegal: The International Court of Justice Aﬃrms the Obligation to 
Prosecute or Extradite Hissène Habré Under the Convention Against Torture,” ASIL Insight, Volume 16, Issue 
29, September 11, 2012, at 
http://www.asil.org/pdfs/insights/insight120911.pdf (as of January 25, 2013); Uchkunova, I., ＂Belgium v. 
Senegal: Did the Court End the Dispute between the Parties?,” July 25, 2012 (Filed under: EJIL Analysis), at 
http://www.ejiltalk.org/belgium-v-senegal-did-the-court-end-the-dispute-between-the-parties/(as of January 
25, 2013); Harrington, J., ＂＇Without further delay’ - Senegal must prosecute or extradite Hissène Habré,” July 




January 25, 2013); Schabas, W., A., "Antigone, jus cogens and the International Court of Justice," July 22, 
2012, in phD studies in human rights, at 




27 Habré Judgment, supra note 25, p. 31, para. 90.
28 Ibid.
29 Ibid., p. 32, paras. 94-95. なお、ICJ は「被疑者が管轄下にある締約国は、引渡しの請求を行なった国へ、もっ
とも、その国が被疑者を訴追し、裁く管轄権を、なんらかの権限（capacity）で条約第５条に基づき持つこと
が条件であるが、引渡しをする選択肢が与えられている」（Ibid., p. 35, para. 120）としている。
30 Ibid., p. 36, para. 112. なお、セネガルはベルギーへアブレを引き渡すことは無理であるが、裁判に必要な一
切の費用として 2740 万ユーロを国際的な支援によってまかなうことを前提に事件を訴追当局に付託する用意
はあるとしていた。Human Rights Watch, ＂AU: Push Senegal to Try Habré,＂ June 29, 2009, at
http://www.hrw.org/news/2009/06/29/au-push-senegal-try-habr (as of January 25, 2013).
31 Habré Judgment, supra note 25, p.36, para. 114.
32 Ibid., p. 36, para. 115. なお、「第７条１項に規定される義務の下、セネガルはその実施のため必要なすべて
の措置を直ちに、とりわけ、2000 年にアブレ氏に対する最初の告発が提起された以上（once）とらなければ
ならないというのが裁判所の判断である。セネガルは、その懈怠により、条約第７条１項に違反し、その違反
を継続している」（Ibid., p. 36, para. 117）と指摘される。
33 See Study, supra note 8, p. 68, para.131.
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